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中国における地域経済の収束性

横断面および時系列分析による統計的検証
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結論

はじめに

各地域経済における 1人当たり所得が経済発

展とともに同じ水準に収束するか， という収束

性の問題は，きわめて重要な命題のひとつであ

る。

この問題に対し， Barroand Sala-i-Martin 

(1992;1995)，あるいは Mankiw, Romer and 

Weil (1992)では，収束回帰(convergenceregres-

Slon）と呼ばれる手法を用いて，日本・米国 ・欧

,9州における各国内の地域経済，あるいは OECD

諸国を対象とした分析を行い，その収束性を主

張した。

一方，近年成長著しい中国においてもこうし

た収束性の問題は盛んに論じられている。そこ

では，主に(1)地域区分，（2）対象指標，（3）統計的

検証手法および尺度の組合わせによりさまざま

な検証結果が報告されている。ここでは，以下

で示す我々の検証との関係上， ー 級行政単位

（以下，省と呼称）を地域区分とし， また地域別

1人当たりの経済力指標（省レベルでの国民収

人，あるいはGDP)を対象指標とした先行研究

について概観する。代表的なものでは，渡辺

(1994)，呉 (1994)，加藤 (1995; 1999)，陳 (1996)

などの研究があるが，いずれも変動係数，ジニ

係数などといった記述統計による分析に基づく

ものである (iiI)。そこでは対象指標や計測方法

により若干の相違が見られるが，概ね以下の 3

点の特徴が指摘されている。まず第 1に，改革

・開放以降，全国的な地域格差の縮小が見られ

る。第2に，対象地域を全国ではなく，沿海部，

内陸部に分けた場合，あるいは東部，中部，西

部に分けた場合，それらの地帯間において所得

格差の拡大が確認される。第3に， 1990年以降，

全国的に地域格差の拡大が見られる。

これらの記述統計による分析は重要ではある

が，より厳密に仮説を検定するためには確率論

を援用する推測統計を用いる必要がある。そこ

で最近では， Barroand Sala-i-Martin (1992) 

などの研究を中国経済に応用する研究も行われ

ている。1978~93年の省別 l人当たり 実質付加

価値額を対象とした Jian, Sachs and Warner 

(1996)，あるいは78~92年の省別労働者l人当た

りの実質付加価値額を対象にした Raiser(1998) 

では，いずれも収束回帰式による分析を行い，

改革・開放期の中国における地域経済の収束性

を主張している国2)。 また Jian, Sachs and 
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Warner (1996)と同じ定義のデータを用いた

Chen and Fleisher (1996)のように，統計的に

収束性が認められない推定結果もある。このよ

うに同じ定義のデータを用いた検証において結

果が相反するのは， Raiser(1998)が指摘してい

るように，中国の統計は各省，あるいは各年版

において収集方法の違いがあり，その結果，デ

ータの比較可能性あるいは一致性についての問

題が生じていることに起因すると思われる。し

かもこれらの研究では，いずれも上記の記述統

計による検証結果と同じ結果を得ている。これ

は，記述統計による分析では各研究には大差な

いが，推測統計による分析ではデータによって

結果が異なることを意味する。従って，真のデ

ータを決定できない以上，この分野においてさ

らなる実証分析の蓄積が必要と思われる。

さらに近年では，収束性の検証についての方

法論上の問題点として，収束回帰に基づく分析

が収束性の検証に対応していない， といった指

摘が相次いでいる。例えば Bernardand Durl-

auf (1996)，あるいは Durlaufand Quah (1998) 

では，収束回帰に基づく分析は，収束性の一側

面であるキャッチアップ過程を捉えているにす

ぎないことを数学的，あるいはグラフを用いて

明示している。従ってより厳密に収束性の分析

を行うのであれば，収束回帰による分析を補完，

あるいはこれに代わる分析手法が必要となる。

この点について， Bernardand Durlauf (1996), 

Kocherlakota and Yi (1995)では，収束性の必

要条件として地域格差の定常性を指摘している。

最近ではこうした点を考慮して，従来の横断面

ではなく，時系列での分析による収束性の研究

が行われるようになってきた。なかでも OECD

諸国の産業別生産性を対象とした Bernardand 

Jones (1996)，あるいは世界各国の労働生産性

などを対象とした Evans(1998)では，パネル単

位根検定という手法を用いてより横断面分析の

概念に近い時系列分析を行っている国 3)。

本稿はこれらの先行研究に基づき，中国にお

ける収束性について推測統計を中心に考察した

ものである。ここでは， 1978,...__,96年における省

別1人当たり実質付加価値額をその対象とした。

先行研究と比較して，我々の分析では1996年と

かなり最近年までの統計を使用し，また上記の

推測統計による先行研究がいずれも数省のデー

タが欠損しているのに比べ， 全30省のデータを

用いて検証を行っており，より不偏的な分析が

可能である。

収束性の分析には，単にその有無を検証する

だけでなく，複数の手法を用いることでより詳

細な考察が可能になると思われる。従って本稿

では，以下2点の分析を中心に行う。第 1に，

従来の収束回帰などの手法を用いて，横断面で

の分析を行う 。その際，地域の限定による収束

係数の変化についても考察する。第2に，より

厳密な収束性の検証として時系列分析を行う。

ここでは省間の 1人当たり所得格差が定常過程

に従うという仮説について，パネル単位根検定

が用いられる。これは収束傾向の安定性の検定

を意味している。なおこうした時系列分析によ

る収束性の検証は，中国を対象とした研究では

例がなく，その他の経済に対しても適応例が少

ないため，方法論上の問題としても，有益であ

ると思われる。

以下，第I節では分析の枠組みとして，横断

面 ・時系列の推定および検定モデルについて説

明する。第II節では推定方法と使用するデータ

について述べ，前述の記述統計による先行研究
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の分析結果が本データにおいても見出されるこ であって，省間格差拡大の可能性が残る。すな

とを示す。第III節では推定および検定結果に基 わち所得水準に関して，初期の貧しい省が豊か

づき，中国における収束性について考察する。 な省を追いぬいた後，さ らに引き離しつづける

最後に結論を述べる。 可能性を排除できない。そこで省間の 1人当た

I 分析の枠組み

1. 横断面分析

すべての省の 1人当たり所得が同じ水準に収

束していくためには，相対的に貧しい省は豊か

な省に比べてより 高い成長率を達成する， とい

う仮定が必要となる。この概念は推定式として

次のように指数関数で表わすことができる 紅4)0

Yit-Yio l -e―/3 t 

t 
= a - yio + Ui t, 0, 
t 

i=l,.. •,N;t = l,.. ・,T (1) 

ここでy;tはt期における省 iの 1人当たり付

加価値額 （対数表示）， 払oはその初期値を表わ

す。また aは定数， 0は収束係数， tは時間，

Uは誤差項をそれぞれ表わす。(1)式において収

束係数0が正であるならば，〇収束性と呼ばれ

る収束性が成立する (ii3)0 

中国の省は東部，中部，西部の 3地帯に分け

ることができる (ii6)。そのとき地帯内における

0収束性を明示するために， （l）式において地帯

ダミー変数を加えることが考えられる hi7)0 

Y,t-y,o_ _ 1-e μ, 
=a-t -・ t Y,o 

+'Y1 dummyl +'Y1 dummy2 + U,t, o 

i = 1,.. ・, N; t = 1,.. ・, T (2) 

り所得格差縮小を検証するために9 (J収束性と

呼ばれる概念が用い られる (i.:L8)。一般に 0収束

性は， （1）式における y口の iに対する標準偏差

の通時的な低下， と定義される。なお 0収束性

は，記述統計として用い られる変動係数の低下

と同義である 紅9)。ここでは 0収束性を確率的

な変動として捉え，対象期間内において，統計

的に 0収束性が成立したことを検定する。これ

はタイムトレンドとの間に線形の関係が成立す

るとすれば，次のよ うに定式化することができ

る。

Va戸 [y;t]=c十入TIME+Ut (3) 

ここで左辺は y口の標準偏差，TIMEはタイム

トレンド， Cおよび入は係数である。 0収束性

が成立するためには， 第2項の係数が負となる

必要がある。この式を用いて全国，および各地

帯ごとの 0収束性を検証する。

2. 時系列分析

横断面分析は対象期間内の分析であるため，

複数水準への収束の可能性が残る。すなわち省

間格差の縮小 ((J収束性）にもかかわらず，将

来的には各省の所得水準が二極，あるいはそれ

以上の極に収束する可能性を排除できない。従

って横断面分析は，収束性の検証ではなく，い

わば収束傾向の検証にすぎない。これに対して，

ここで dummylは東部地帯ダミーであり， 時系列分析では，漸近理論を援用することで，

dummy2は中部地帯のダミーを表わしている。 長期予測としての収束点での変数の性質を観測

またツはそれぞれの係数である。 することができる。各省の 1人当たり所得が同

/3収束性はキャッチア ップ過程を捉えたもの 一水準に収束するためには，その格差がゼロ平
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均定常過程 (zero-meanstationary process)に従

うことが必要となる。ここではその必要条件と

して，各省の平均からの偏差が単に定常過程に

従う， という仮説についての単位根検定を行う。

これはゼロ平均定常性の仮定に比べ，複数の水

準に収束する可能性は残るが，収束傾向の安定

性を検定することになる。

従来単位根検定はその検出力の低さが指摘さ

れていたが， Im,Pesaran and Shin (1997)では

パネルデータを利用した手法により，小標本の

もとで検出力が大幅に改善することが報告され

ている (i.:t10)。そこで本稿でもその手法を適用し，

誤差項における各省ごとに異なる系列相関を考

慮したうえで次のような定式化を行った国11)0 

L1 A, t = μ i + (pi -1) Ai, t-1 
Pz 

＋ 〗 仇4Az, t-J十 Eit, 
j = 1 

i=l,··•,N;t=l,···,T (4) 
N 

ここで Azt
1 = Y;t ―万〗恥。 横断面分析と
i=l 

同じく，四は t期における省 iの 1人当たり

付加価値額（対数表示）を表わす。またμ' p' 

6はそれぞれ省別の係数であり， pはラグ次数

を示す。4は1階の階差オペレーターである。

誤差項 Eitは，時点 tに対するホワイトノイズ

であるとする。

この検定式のもとで以下の帰無仮説，対立仮

説について定常性の検定を行う。

H。:p;-1=0 Vi 
H1 : p; -1 < 0 i = 1, 2,…，N1, 
p;-1=0, i =Nげ l,N1+2,…，N 

ただし， limN→oo(Ni/ N) =<I>, O< </> < 1。

この方法では対立仮説において各省の p,-l

の違いを許容しており，すべての経済主体で係

数が等しいとした Bernardand Jones (1996)な

どが行った検定に比べて，より 一般化されてい

る（注12）。 またここでは，対立仮説のもとでいく

つかの省が非定常であることを許容している。

ただし全体の経済主体数Nが十分大きいときに

も，定常性を満たす経済主体数N1がある一定

の比率を占めることを仮定している。

実際の検定には，各省の単位根 t統計量の平

均値を用いた， i検定(t-bartest)と呼ばれる単

位根検定を行う。各省の単位根 t統計量の平均

値は，中心極限定理により漸近的に正規分布に

従うため，次の標準化された平均 t統計量を検

定統計量とする。

亭位言い(p,，ふ）

悶 E［い（P,,O) I P,―1＝叫
叩＝一

＊言 Var［い（p,,0) I P,―l=O] 
ここで tzTは(4)式における化ーl=Oの検定に

対する各省の t統計量である。またE[tzT(Pt, 

0) I Pi―l=O]および Var［い（p;,O)lp;―l=

0] は， p1-l=0のもとで漸近的な tzT（か，ふ）

の期待値と分散である。この期待値と分散に関

しては， Im,Pesaran and Shin (1997)によるモ

ンテ・カルロ実験によって得られた数値が数表

化されているので，その数値を用いて漸近的な

検定が可能である。このとき検定統計量 ¢tは

漸近的に標準正規分布に従う （注13)。
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II 推定および検定方法とデータ

1. 推定および検定方法

横断面分析について，（l）式，（2）式は非線型最

小二乗法で推定する。なお(2)式に関しては分散

不均一性(Heteroscedasticity)の疑いがありいll l)' 

また誤差分散の推定も困難なことから，ホワイ

トの分散推定量 (WhiteHeteroscedasticity Con-

s1stent Estimator)を用いた（漸近的な） ［統計量

を表示するいil5)。推定期間は1978,...__,96年である

が，中国全体の30省に対して回帰するため，標

本数は30である。従って(1)式の自由度は28,(2) 

式の自由度は26である。

次に(3)式を用いた推定式では， 当初最小二乗

法による推定結果ではすべての対象地帯内にお

いて系列相関が認められた。そこで誤差項が自

己回帰過程に従うと仮定して，これを非線型最

小二乗法で推定する。全国および中部，西部で

は誤差項がAR(l)に，東部では AR(2)に従う式

の特定化を行った。観測期間は19カ年であり，

従って自由度は東部が13,東部以外では15であ

る。

時系列分析では(4)式のもとでパネル単位根検

定を行う。後述するように，ここでは横断面分

析の結果に基づき，東部地帯12省，中西部地帯

18省を対象とした検定を行う。(4)式におけるラ

グ次数は，SBIC(Schwarzの情報量基準）に基

づいて決定したいl(j）。

2. データについて

本稿で使用するデータは，1978~95年と96年

の2種類のデータから構成される。まず1978~

95年に関して，1人当たり実質省内付加価値総

額の作成は基本的に各省における統計年鑑に拠

24 

っている。しかし13省（河北，海南，天津，内蒙

古，江西，山西，甘粛，貴朴I,寧夏，青海，西蔵，

新彊， 雲南）に関しては，他との比較可能性に

おいて困難であったため，中国国家統計局 『改

革開放十七年』北京 1998年に拠った。

実質省内付加価値総額は，各省統計年鑑を利

用する場合，各年版より1978年を基準値とする

（実質）指数系列を作成し，それに1978年名目

省内付加価値総額を掛け合わすことで算出した。

『改革開放十七年』を利用する場合には，すで

に記載されている両系列から算出した。

各省人口は公安局による推計値を利用してい

る。この系列は各省年鑑， 『改革開放十七年』

のいずれも利用可能である。

1996年値はすべての省において， 実質省内付

加価値総額は中国国家統計局 『中国統計年鑑』

1998年版より作成し，人口は同 『中国人口統計

年鑑』 1998年版を利用している。いずれの系列

も1978----...,95年と同じ定義のものを使用した。

こうして作成されたデータは付表に示されて

おり ，またデータに基づいた関連指標を掲載し

ている。ここでは前述した先行研究における記

述統計による収束性の特徴を本データにおいて

も読み取ることができる。すなわち中国全体を

対象とした変動係数では， 1990年までは低下傾

向にあり，その後上昇傾向にある。また西部を

基準とした平均比では，中部は低下傾向にある

ものの，東部は上昇傾向にあり，沿海 ・内陸格

差が拡大していることを物語っている。このよ

うに，多くの先行研究と同じ記述統計による特

徴を見出したことから，本稿のデータは検証に

使用するデータとして妥当性をもつと考えられ

る。
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表1 中国における {3収束性

推定式 /3 81 02 屁2 標準偏差

(1)式 0.005 -0.008 0.006 

(0.833) 

(2)式 0.017* 0.013** 0.004* 0.509 0.004 

(2.697) (4.412) (2. 583) 

（出所） 筆者計算。

（注） （1) かっこ内の数字は t値である。なお(2)式の t値はホワイト分

散推定械に基づく 。

(2) *,＊＊はそれぞれ5%, 1％の有意水準を表わしている。

III 推定および検定結果と考察

表 1には， （l）式および(2)式の推定結果が示さ

れている。第 1行は(1)式の推定結果を示してい

るが，そこでば帰無仮説{3= 0を統計的に棄却
することができず，その結果，全国レベルにお

ける〇収束性は認められない。この点で我々の

推定結果は， Chenand Fleisher (1996)の主張

を支持するものとなっている。第2行には各地

帯間における 1人当たり所得の成長率格差を考

慮した(2)式での推定結果を示している。ここで

はすべての係数が統計的に有意であり，各地帯

内部での釦収束性を示唆するものである。収束

係数は 1.7%であり，多くの研究に見られる収

束係数 (/3=:=2%）と比較して，収束係数とし

てほほ妥当な数値であることを示している。

表2には(3)式の推定結果が示されている。タ

イムトレンドの係数は，全国では非負である

が，すべての地帯内では負であることを示して

いる (iU7)。従って， 0収束性は全国では成立せ

ず，各地帯内において認められる。 0収束性が

全国では成立しない， との結果は，変動係数で

示される記述統計の結果と異なっているようで

あるが，変動係数の1990年以降の上昇傾向，ま

表2 中国における 0収束性

範囲 C 入 炉

全国
I 
0.317 0.011 0 839 

(0.617) (0.717) 

東部
I 
0 717** -0.006** 0.930 

(75.757) (-7 358) 

中部
I 
0.236** -0.004** 0.829 

(22.432) (-4.356) 

西部 0 249** -0 002* 0.547 

(17. 277) (-1 885) 

（出所） 筆者計算。

（注） （1) かっこ内の数字は t値である。
(2) *,*＊はそれぞれ5%, 1％の有意水準
を表わしている。

た90年までの低下傾向も軽微であることなどを

考慮すると，妥当な結果であろう。 また中部と

西部は(3)式における切片，傾きともにほほ同値

であり，この両者を単ー地帯としてみなすこと

も可能である (li18)。

表 1および表2の推定結果は記述統計によっ

ても確認することができる。図 1では，各省の

1人当たり所得（対数表示）について全国での

分散を表示し，その内訳を地帯間および地帯内

部に区分したものである (li.19)。ここで示される

ように，各地帯内での分散は低下傾向にあり，

その反面地帯間での分散は上昇傾向にある。 こ

の結果，両者の相殺により，全国では収束傾向
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図1 中国における省間分散 (1978"-'96年）
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（出所） 筆者計算。

にないことが示されている。

時系列の分析では， （4）式の検定結果が表3に

ホされている。ここでは横断面分析の結果を受

けて，東部および中西部を対象に検定を行った。

漸近的な検定結果ではあるが，両者ともに 1人

Iヽ'たり所得に関する省間偏差の定常性は認めら

れない。この結果は常に外生的ショックによっ

て発散する可能性があること，すなわち東部お

よび中西部における不安定な収束傾向を示して

いる い20)0

これらの結果を地域研究の観点から考察する

表 3 パネル単位根検定

t-bar test 東部 中西部

帰無仮説 1-p = 0 1-p = 0 
検定統計量 0 550 -0.832 

確率 0 709 0.203 

（出所） 筆者計算。
（注） ラグ次数は SBICにより決定した。
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と， どのようなことが言えるであろうか。経済

発展と地域経済における収束性との関係につい

て，これまで多くの理論的推論が提起されてき

たが，ここでは伝統的な新古典派成長理論の観

点によって，これらの結果を考察することにす

る。伝統的な新古典派成長理論では，（1）各地域

経済において同一かつ収穫逓減型の生産関数の

想定，（2）財および生産要素の流動性，の 2点の

経路から経済発展は生産性格差の縮小，地域経

済の収束性を促進させると考えるい'21)。 こうし

た観点に基づけば，まず中国は1978年以降，す

べての省においてプラス成長であったことか

ら，地域経済の非収束性は上記の 2点に問題が

あったと考えられる。こうした技術や制度の違

い（生産関数の違い），あるいは生産要素の移動

制限などは単一市場の未形成を意味し，中国の

場合，東部（沿海部）における経済特区の設立，

移住制限などがそうした要囚に相当する。従っ
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て現在の中国では，市場経済化の進展に伴う計

画経済体制下における経済構造の溶解，新市場

の形成にもかかわらず，こうした要因によって

市場の形成が局地的である可能性が高い。その

結果，市場の分断，あるいはその統合が阻害さ

れ，非収束性という形で示されていると考えら

れる。なかでも図 1に示されるように，地帯間

における省間個人所得の分散拡大は， 1990年代

より始まった外資導入と軌を一にしており (ii=22),

今後外資の流入が収束性にと って重要な要因と

なると思われる。

また各地帯内における不安定な収束傾向は，

現在の中国が経済発展の初期段階であること，

あるいは計画経済から市場経済への移行過程に

あることが要因と考え られる。定常性の仮定は

漸近分布に類似したデータを必要とするため，

収束点から遠くに位憤する経済ほど非定常性を

示すことが予想される。従って，現在中国にお

ける各地帯内の経済は収束傾向にあるにもかか

わらず，収束点からかなり離れていることが予

想される。

最後にこうした考察に関して留意すべき点は，

経済発展と地域格差の拡大との相関性を主張す

る内生成長論などの観点から考察すると，また

違った推論ができるかもしれない， ということ

である い23)。しかし，多くの研究が示唆してい

るように，同一の制度的機構や法体系など各経

済主体の同質性が高い国内経済においては，い

ずれ収束性が成立する可能性が高く，我々の考

察の方向性は妥当であると思われる。

結論

本稿では中国における各省の収束性について，

横断面，時系列の両面から分析を行った。その

結果，横断面での分析からは， 全国的な収束傾

向は見られないものの，東部および中西部内に

おける収束傾向が明らかとなった。また時系列

の分析では，東部，中西部ともに収束傾向の安

定性を認めることはできなかった。従って，中

国における地域経済の収束性については，東部

および中西部内においてのみ不安定な収束傾向

が見られる，という結論が得られる。このこと

から中国では市場の統合度が低く，依然として

移行過程にあることが推測される。

今後の課題としては，県レベルなどのデータ

を用いてより 詳細な分析を行うことが考えられ

る。これはより多くのデータを用いて推定の精

度を高めるとともに， どのレベルで収束性が生

じているのかを検証することが11J能になる。ま

たそこから導かれる推論として， こうした分析

は中国のIii場形成の範圃，あるいは市場経済化

の進捗度の研究に有益であろうと思われる。

（注 l) 中国における収束性を扱った研究のサーベ

イについては，中兼 (1996)などを参照のこと。

（注2) 類似の研究としては， Gundlach(1997)が

挙げられる。なお Jian,Sachs and Warner (1996)の

推定結果では， 変数の追加によ って収束係数が有意で

なくなるなど安定的な検定結果ではない。恐らく 収束

回帰式において関連変数が誤差項に含まれたため，分

散不均一性(Heteroscedasticity)が発生 し，係数の椋

準偏差を過小推定したも のと思われる。

（注 3) いずれの研究もカテゴリーの違いによ って，

収束性，非収束性の混在を示している。

（注 4) (1)式の羽出は以下の通りである。収束点に

近い省ほどその成長率は低くなることを仮定すると，

t期の 1人当たり所得の成長率は次のように表わすこ

とができる。

dyt 
--= /3 （y*-Yi) 
dt /3＞O 

ここでy＊は収束、点における 1人当たり所得 の水準
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（対数表示）であり， またf3は時間に関して一定の収

束係数である。収束点では変数が一定であることに留

意して， 0期からT期の期間において 1：式を Ytについ

て解き，左辺を離散型の成長率で表示すると次のよう

になる。

Yt - y。 1-e―Bt = a - y。t -- I 

ただし， a=
(1-e―Pt) y* 

t 

この式に誤差項を付け加え，各省を iで明示すると

本文の(1)式となる。

（注 5) (1)式の右辺において変数を加えることによ

って， f3>0が成立するとき，条件付f3収束性と呼ぶ。

条件付f3収束性と似．別するために，本文の例では絶対

的f3収束性とも呼ばれる。

（注 6) それそれの地帯を構成する省に関しては次

の通りである。

東部：北京，福建，仏東，｝ム西，河北，梱南，江蘇，

遼寧， 山束， 1こ洵，犬沖，浙江。

中部：安徽，河l中i,黒龍江，湖北，湖南，内象占，

占林，江西，山西。

lh部：廿粛，貴州，寧夏， 肯海，四川， I洟西，西蔵，

新曲，雲南。

なお，ここでは1996年度より ー級行政単位に昇格し

た重慶市は四川省に含まれている。

（注 7) (2)式の推定に加え，地帯ごとに収束係数か

異なる定式化も行ったが，統計的に有怠な数値を得る

ことができなかった。

（注8) f3収束性と 0収束性の関係については付論

lおよび Durlaufand Quah (1998, Figure 10. (a) 

-(d))を参照のこと。

（注 9) a収束性と変動係数の低下が同義であるこ

とについての証明は付論 lを参照のこと。

（注10) 彼らのシミュレーションによれば，自己相

関係数 P=0.9, 誤差項の系列相関なし，定数項を持

つデータ生成過程において，標本期間50, 系列 1のデ

ータでは，定常性検定の検出力は15％であるが，系列

50では100%である [Im, Pesaran and Shin 1997, 

Table 5を参照のこと］。

（注11) (4)式ではタイムトレンド項を含んでいない

ため，趨勢を持たない定常性の検定を意味する。趨勢

を持つ定常性は省間格差拡大を生ずるため，収束性の

検証という観点から(4)式の定式化は適当と思われる。

（注12) Im, Pesaran and Shin (1997)のシミュレ
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ーションによると，この手法は Bernard and Jones 

(1996)などが採用した従来の検定方法に比べ， ラグ次

数の高いケースにおいて，帰無仮説の検出力が格段に

高まることを示している [Im,Pesaran and Shin 1997, 

Table 6を参照のこと］。

（注13) より正確には，観測期間Tと経済主体Nか

打限比率のもとで，十分大きくなるのであれば， 如

は標準正規分布に収束する。証明は Im,Pesaran and 

Shin (1997, Section A. 4)を参照のこと。

（注14) 交差項を含むホワイトの不均一分散検定を

行ったところ， 観測数x決定係数は 13.22てあり，

が(6)の基準値において，均一分散の仮説は布意水準

4％で棄却される。

（注15) ここでは，本来の推定械に自由度調整を行

った以ドの分散推定凪を用いた。

Var[ b]= 
N 
N-K 
(X'x)-'X'VX(X'x)-1 

V= diag(er, ・ ・ ・, e叙）

ここでbは係数推定値， Xは説明変数， Kは説明変数

の数， Cは残差である。なお太字は行列（ベクトル）

表ぷであることを示す。分散不均一性に関する統計的

推論およびホワイトの分散推定：ltについては， Greene

(1997, ch.12)などを参照のこと。

（注16) 決定されたラグ次数は次の通りである（か

っこ内はそれぞれ東部，中西部の省数）。O次 [6,6], 

1次 [2,1], 2次 [1,l], 3次 [0,3], 4次[1, 3], 

5次 [2,4]。単位根 t統計：Iしの漸近的な期待値および

分散は，観測期間T=l9が数表化されていないため，

衣より T=20のものを使用した。

（注17) ここで帰無仮説は入＜0,対立仮説は入こ〇

てある。従って，片側検定を行っている。

（注18) (3)式において，中部の切片，傾きが西部と

等しいとする帰無仮況のもとで検定を行った結果，

LM統；1州は 7.14であり，イi怠水準 l%（が(2)= 

9.21)てこの仮況を菓却し得ない。

（注19) 地術間分散と地帯内分散の関係については

付論2を参照のこと。

（注20) (2)式において1978~84年， 84~90年， 90~

96年の 3期間を対象とした推定結果では， 84~90年に

おいて B収束性は認められず，この推論と整合的であ

る。

（注21) 新古典派成長理論における経済発展と地域

経済における収束性との関係は， Barroand Sala-i-

Martin (1995)，および Romer(1996, ch」）などを参
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照のこと。また定式化によっては，新古典派成長モデ

ルが必ず収束するとは限らず，内生成長モデルが発散

するとは限らないことが示されている[Kocher la k ota 

and Yi 1995を参照のこと］。

（注22) 中国における直接投資受入額は， 56億ドル

(1988年）， 55億ドル (90年）， 131億ドル (92年）， 397

億ドル (95年）と90年を境に急増している。なおこの

うち東部の受入比率は常に85％を超えている。詳しく

は，孟 (1997) を参照のこと。

（注23) 内生成長理論における概略は， Barroand 

Sala-i-Martin (1995)，および Romer(1996, ch. 3)な

どを参照のこと。

付論 1 0収束と 0収束，変動係数の関係につ

いて

省 iの第 t期の 1人当たり所得（対数表ぷ）を

恥で表わすとする。ここで Yitを定数項と yIO

に回帰したとすると， Yitの条件付期待値は次

のように表わすことができる。

E[y;ill，払o]=E[四］ ＋b（払o-E[y;o])

ここで b= Cov[y,1, y,o]/ Var[y;o]，また平

均，分散，共分散はすべて横断面に対するもの

である。上式の左辺を対数差で近似した成長率

で書き換えると，次のようになる。

E ［恥—払0 I 1,払o]

= (E[y;i]+bE[y,o]) + (b-1) y;o 

(a. 1. 1) 

ここで本文(1)式より

b-l=-
l-e―/3 t 

t 

が成立し，これを0について表わすと，

/3 = 
ln ll-t(b-l)f 

t 

となる。この関係式より， /3> 0に対して， b 
-l<Oは必要(+分）条件となる。よって B収

束性が成立するためには，（a.1.1)式右辺第2

項の係数が負となる必要がある。

30 

ここでコーシー ・シュワルツ (Cauchy-Schwarz)

の不等式より，

I Cov[y口，払o]I :S Var112[yit] ・ Var112[y;o] 

が成立するため，（a.1.1)式右辺第 2項の係数

に対して次の関係式が成立する。

Var112[ y』

Var112［払o]

三
Var112［恥］

Var112[ y ;o] 

1三b l 

-l (a.1.2) 

b -lが必ず負となるためには，次の関係式

が成立する必要がある。

Var112[y口］/Var112[y;o] < 1 (a.1.3) 

(a.1.3)式は 6収束性を示す。よって 0収束

か生じるとき，f3収束は成立するが，その逆は

必ずしも生じない。

次に 0収束性と変動係数との関係を示すため

に，対数表示ではない i省の 1人当たり所得を

y,.' その平均を Yとする。lnY,をYについて

テイラー展開すると，次のように表わすことが

できる。

- l -
InY;= lnY+ ~(Y,-Y)+Rn 

Y 

ここで凡は2次以降の剰余項である。InY, 

の平均，分散は以下の ように表わされる。

E[lnY,-] =lnY +E[Rn] 

Var[ln Y』=E[(t(Y,-Y)/] 

Var[Y』
＝ (E[Y』)2

従って In兄の標準偏差は次のように表わす

ことができる。

Varv2[1nY,-] = VarV2[ y』

＝ 
Va戸[Y,] 
E[Y』
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右辺は変動係数であることに注意すると， 0

収束性は変動係数の低下と同義であるこ とを示

している。

付論 2 地帯内分散と地帯間分散について

すべての統計データがn個あり，これがK地

帯に分けられるとする。第j地帯に属する第 i

番目のデータをXii(i=1,2,・・・, nJ,j =1,2,・・・k) 

と表わし，各地帯ごとのデータ数凡を，平均

をE[XJ]，分散を Var[xJ]で表わす。このと

き，全データから計算される分散は以下のよう

になる。

Var[xu] =~饂(xu - E[xu]) 2

1 
k 11, 

＝一〗図(xij - E[xJ]
n 
j i 

+E[x」-E[X;J])2f

1 
k 11, 

＝一〗区(x ;j-E ［ゎ］） 2 
n j 

I 

+nJ(E[xJ]-E[xu])2f 

k 

＝応nJVar[ェ］
J 

鯰nJ(E[ XJ] -E[ XlJ]）2 
ここで第 1項は各地帯ごとに分類されたデータ

の分散の加重和を示す。また第2項は各地帯に

おける平均値の分散を示している。これにより

全国の分散は地帯内および地帯間の分散に分け

られる。

付論3 単位根検定について

単位根検定とは，確率過程 !At}が定常性に

従う， という仮説に対する検定である。確率過

程 lAdが定常性に従うとは，時点 tの確率変

数Atに関して，その平均，分散が有限かつ一

定であり ，また 自己共分散が2時点の差 S にの

み依存している状態を指す。

次に具体的な検定式の一例として，次のよう

なl階の自己回帰過程に従う Atを想定する。

At = a + PAt-1 + Ut (a.3.1) 

ここでa'pはパラメーターであり， Uはホワ

イトノイズである誤差項である。

(a.3.1)式を繰り返し用いれば，以下のよう

に書くことができる。

At = a + p (a + PAt-2 + Ut-1) + Ut 

=a+ pa+ p2At-2+ puぃ＋Ut

＝炉A。+po(a+釦） ＋炉(a+ Ut-1) 
+…＋ p t-l (a + U1) 

このとき，小の期待値は次のように書くこと

ができる。

E[At] ＝炉A。+poa+p1a+…+pt-la 

＝炉A。+
a (l-炉)
l+p 

このとき IPl<lが成立するのであれば，以下

の等式が成立する。

a 
limE[At]＝ ＜00 
I→ 00 1+p 

従ってAtの期待値は時間に関して有限であり ，

漸近的に一定となる。 また分散， 自己共分散

に関しても同じ手順で以下のように導出され

る(itl)0 

lim Var[A』=
a 

l+ P 
2E[u?］く (X)

I → 00 

lim Cov [At, A1-s] = p5 Var[A1] 
1→ 00 

これらは定常性の定義を満たしており，結局

(a.3.1)式において IPl<lが成立するのであ

3 I 
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れば， Atは定常性に従うことになる。実際に

は， pが負になるケースは稀であり，また検定

の便宜上から，

L1A1 =At -Ai -1 =a+ (p -1) At -1 +u1 

(a.3.2) 

のもとで p-l<O を検定することになる ( ii: ~)0

このような検定は単位根検定のなかでも代表的

なものであり， DF検定 (Dickey-Fullertest) と

呼ばれる。このとき検定統計凪である t値は l

分布をしないため， 一般にはモンテカルロ実験

によって得られた経験分布によって検定を行う。

誤差項 Uが系列相関を持つケースでは，p次

のラグ付従属変数を右辺に加えることで，（a.3.

2) 式を次のように拡張することができる。

砂＝μ+(p-l)At-lt旦 At-J十い
j = 1 

(a.3.3) 

μ, 6はパラメーターであり， tはホワイトノ

イズの誤差項である。この検定式のもとで p-

l<Oの検定を行う 。これは DF検定に対応、し

て， ADF検定 (AugmentedDickey-Fuller test) 

と呼ばれる。この［値に関しても，漸近的にDF

検定と同じ経験分布をもつことから，一般に DF

検定と同じ経験分布表を用いて検定する。

また 2個以上の経済主体を構成するグループ

全体を対象とした変数の定常性を検定する，い

わゆるパネル単位根検定の場合，（a.3.2)式に

おいて各経済主体 iを明示したものに拡張する

必要がある。

4AIt=μ1 +(Pl―l)A;, t-l + u it 

(a.3.4) 

ここで誤差項uは系列相関を持たないと仮定し

ている。実際の検定では，第2項の係数につい

て，グループ内の t値の平均値を検定統計量と
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して検定を行う。このとき平均検定統計盤の経

済主体 iに対する漸近分布は，中心極限定理よ

り正規分布となる。

（注 1) この導出過程は山本 (1988)などを参照の

こと。

（注2) (a.3.2)式以外にも，定数項aのない式，

タイムトレンド項を含めた式を併せた定式化が一般に

行われる。
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